
 

平成 22 年３月 29 日 

各      位 

 

 

 

 

 

 

 

（訂正）「平成 21 年 12 月期決算短信」の一部訂正に関するお知らせ 

 

平成 22 年２月 12 日に発表しました「平成 21 年 12 月期決算短信」の記載に一部訂正がございまし

たので下記の通りお知らせします。なお、訂正箇所は下線を付して表示しております。 

 

記 

 

【訂正箇所】 

４．【連結財務諸表】 

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】(リース取引関係)〔Ｐ.42〕 

 

【訂正前】 

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

  

＜前略＞ ＜前略＞ 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 931千円

1 年 超 －千円

合 計 931千円
 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 1,656千円

1 年 超 4,344千円

合 計 6,000千円
 

 

【訂正後】 

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

  

＜前略＞ ＜前略＞ 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 931千円

1 年 超 －千円

合 計 931千円
 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 17,976千円

1 年 超 53,304千円

合 計 71,280千円
 

 

会 社 名 エ リ ア リ ン ク 株 式 会 社

代 表 者 名 代表取締役社長   林   尚道

（コード番号 ８９１４ 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 池 口  孝

 TEL 03－5577－9222 



前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

 ３ ファイナンス・リース取引(貸主側) 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引 

                              (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
 

取得価額 
（千円） 

減価償却 
累 計 額  
（千円） 

期末残高 
（千円） 

建物及び 
構築物・土地

7,400,772 476,529 6,924,242

機械装置 
及び運搬具

107,829 26,435 81,393

工具器具備品 205,771 86,338 119,433

無形固定資産
その他 

10,524 2,135 8,388

合 計 7,724,897 591,440 7,133,457

 
 (注)不動産に係るリース取引で、建物及び構築物と土地

が区分できないため一括して記載しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 871,111千円

１年超                11,716,496千円

合計 12,587,608千円
 

 (3) 受取リース料、減価償却費、受取利息相当額 

受取リース料 871,111千円

減価償却費 351,648千円

受取利息相当額 593,225千円
 

 (4) 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  (追加情報) 

  当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号平成19年３月30日)及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第16号同前)の適用に伴い、土地・建物等の不動

産のリース取引を含めて開示しております。 
  

 

【訂正箇所】 

５．【個別財務諸表】 

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】(リース取引関係)〔Ｐ.78〕 

【訂正前】 

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

  

＜前略＞ ＜前略＞ 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 931千円

1 年 超 －千円

合 計 931千円
 

 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 76千円

1 年 超 －千円

合 計 76千円
 

 

 



【訂正後】 

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

 

＜前略＞ 

 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

1年以内 931千円

1 年 超 －千円

合 計 931千円

 

                   

 

 

 

＜前略＞ 

 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

1年以内 16,396千円

1 年 超 48,960千円

合 計 65,356千円

 

３ ファイナンス・リース取引(貸主側) 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
 

取得価額 
（千円） 

減価償却 
累 計 額  
（千円） 

期末残高 
（千円） 

建物及び 
構築物・土地

7,400,772 476,529 6,924,242

機械装置 
及び運搬具

107,829 26,435 81,393

工具器具備品 205,771 86,338 119,433

無形固定資産
その他 

10,524 2,135 8,388

合 計 7,724,897 591,440 7,133,457

 
 (注)不動産に係るリース取引で、建物及び構築物と土地

が区分できないため一括して記載しております。 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 871,111千円

１年超                11,716,496千円

合計 12,587,608千円
 

 (3) 受取リース料、減価償却費、受取利息相当額 

受取リース料 871,111千円

減価償却費 351,648千円

受取利息相当額 593,225千円
 

 (4) 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  (追加情報) 

  当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」(企

業会計基準第13号平成19年３月30日)及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第16号同前)の適用に伴い、土地・建物等の不動産のリ

ース取引を含めて開示しております。 
  

以上 


